
ヤナギムシガレイ（太平洋北部）①

ヤナギムシガレイは北海道南部以南の日本各地に広く分布し、本評価群はこのうち青森県から千葉県までの太
平洋岸に分布する群である。

図1 分布域

太平洋岸では北海道噴火
湾以南、水深400m以浅
の砂泥底に分布し、水深
100m前後の海域で1～6
月に産卵する。

図2 漁獲量の推移

漁 獲 量 は 2011 、
2012年に東日本大震
災の影響で減少した
が、その後速やかに
回復した。2024年は
149トンと前年より
やや減少した。

本資料では、管理基準値や漁獲管理規則など、資源管理方針に関する検討会（ステークホルダー会合）の議論をふまえて最終化される項目につ
いては、研究機関会議において提案された値を暫定的に示した。

図3 年齢別漁獲尾数

漁獲尾数は2017年以降減少傾向で、2024年は160
万尾であった。近年は若齢魚の占める割合が減少し、
3歳魚（灰色）以上の漁獲が主体となっている。
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図4 年齢別資源尾数

2013年以前は1歳魚（青）、2歳魚（橙）が中心で、
2014～2016年に多くの加入（1歳魚）があったが
その後は減少傾向となっている。2017年以降は3歳
以上の割合が多く、近年は幅広い年齢で構成されて
いる。

なお、加入量は各年の1歳魚の資源尾数である。

図5 年齢別資源量（棒グラフ）と親魚量（折れ線
グラフ）

資源量は2014年以降増加し、2017年には1998年
以降で最高の1,239トンとなった。その後は減少し、
2024年は757トンであった。親魚量も資源量と似
た傾向を示したが近年も高い水準を維持しており、
2024年は717トンであった。
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本資料では、管理基準値や漁獲管理規則など、資源管理方針に関する検討会（ステークホルダー会合）の議論をふまえて最終化される項目につ
いては、研究機関会議において提案された値を暫定的に示した。
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ヤナギムシガレイ（太平洋北部）③

図7 管理基準値案と禁漁水準案

最大持続生産量（MSY）を実現する親魚量
（SBmsy）は758トンと算定される。目標管理基準
値としてはSBmsy、限界管理基準値としてはMSY
の60%の漁獲量が得られる親魚量、禁漁水準とし
てはMSYの10%の漁獲量が得られる親魚量を提案
する。

目標管理基準値案 限界管理基準値案 禁漁水準案 2024年の親魚量 MSY 2024年の漁獲量

758トン 257トン 23トン 717トン 197トン 149トン

MSYの
60％に相当

MSYの
10％
に相当

MSY

図6 再生産関係

1998～2020年の親魚量と1999～2021年の加入量に
対し、加入量の変動傾向（再生産関係から予測される
よりも良いまたは悪い加入が一定期間続く効果）を考
慮したホッケー・スティック型再生産関係（青太線）
を適用した。図中の青点線は、再生産関係の下で実際
の親魚量と加入量の90％が含まれると推定される範
囲である。

緑丸は再生産関係式を推定した時の観測値、白丸およ
び赤丸は2025年度資源評価で更新された観測値であ
る。図中の数値は加入年を示す。

本資料では、管理基準値や漁獲管理規則など、資源管理方針に関する検討会（ステークホルダー会合）の議論をふまえて最終化される項目につ
いては、研究機関会議において提案された値を暫定的に示した。

2025年9月26日公開



図8 神戸プロット（神戸チャート）

親魚量（SB）は2000～2015年まで最大持続生産量
（MSY）を実現する親魚量（SBmsy）を大きく下
回っていた。2016年以降は回復したものの、2024
年はSBmsyの0.95倍であった。漁獲圧（F）は
SBmsyを維持する漁獲圧（Fmsy）を上回っていた
年が多かったが、2020年以降はFmsy前後で推移し、
2024年はFmsyの0.79倍である。
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図9 漁獲管理規則案（上図：縦軸は漁獲圧、
下図：縦軸は漁獲量）

Fmsyに乗じる調整係数βを0.8とした場合の漁
獲管理規則案を黒い太線で示す。下図の漁獲量
については、平均的な年齢組成の場合の漁獲量
を示した。

本資料では、管理基準値や漁獲管理規則など、資源管理方針に関する検討会（ステークホルダー会合）の議論をふまえて最終化される項目につ
いては、研究機関会議において提案された値を暫定的に示した。
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ヤナギムシガレイ（太平洋北部）⑤

図10 漁獲管理規則案の下での親魚量と漁獲量の
将来予測（現状の漁獲圧は参考）

βを0.8とした場合の漁獲管理規則案に基づく漁獲を
継続した場合の将来予測結果を示す。

親魚量の平均値は目標管理基準値案よりも高めに、
漁獲量の平均値はMSY水準よりやや少なく推移する。

将来の親魚量（トン） 将来の漁獲量（トン）

SBmsy
758トン MSY

197トン

漁獲管理規則案に基づく将来予測
（β=0.8の場合）

現状の漁獲圧に基づく将来予測

実線は予測結果の平均値を、網掛けは予測結果
（5千回のシミュレーションを試行）の90%が
含まれる範囲を示す。

MSY

目標管理基準値案

限界管理基準値案

禁漁水準案

本資料では、管理基準値や漁獲管理規則など、資源管理方針に関する検討会（ステークホルダー会合）の議論をふまえて最終化される項目につ
いては、研究機関会議において提案された値を暫定的に示した。
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2036年に親魚量が目標管理基準値案（758トン）を上回る確率

β 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036

1.0 782 728 711 711 709 709 705 706 704 698 35%

0.9 799 754 742 746 747 749 747 749 749 744 42%

0.8 816 781 775 785 789 794 793 797 798 795 51%

0.7 834 810 812 828 837 844 845 851 854 851 59%

現状の漁獲圧 759 693 670 665 661 658 652 650 646 639 26%

867 815
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漁獲管理規則案に基づく将来予測において、βを0.7～1.0の範囲で変更した場合と現状の漁獲圧（2019～
2023年の平均：β＝1.1相当）の場合の平均親魚量と平均漁獲量の推移を示す。2025年の漁獲量は予測される
資源量と現状の漁獲圧により仮定し、2026年から漁獲管理規則案に基づく漁獲を開始する。

β=0.8とした場合、2026年の平均漁獲量は184トン、2036年に親魚量が目標管理基準値案を上回る確率は
51％と予測される。

表1．将来の平均親魚量（トン）

表2．将来の平均漁獲量（トン）

※ 表の値は今後の資源評価により更新される。

本資料では、管理基準値や漁獲管理規則など、資源管理方針に関する検討会（ステークホルダー会合）の議論をふまえて最終化される項目につ
いては、研究機関会議において提案された値を暫定的に示した。
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β 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036

1.0 222 211 191 186 186 185 185 185 185 184 183

0.9 203 198 182 178 180 180 180 180 181 181 180

0.8 184 183 171 169 172 173 174 174 175 176 175

0.7 163 167 158 159 163 165 166 167 168 169 168

現状の漁獲圧 248 228 203 194 193 191 191 189 189 188 185

261
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